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答 申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以下

「法」という。）６３条の規定に基づく返還金額決定処分に係る審査請求

について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。 

 

第１ 審査会の結論 

本件審査請求は、棄却すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、○○福祉事務所長（以下「処分庁」とい

う。）が、請求人に対し、令和２年６月２６日付けの「支給済み保護

費の返還決定について」（以下「本件処分通知書」という。）で行っ

た法６３条の規定に基づく返還金額決定処分（以下「本件処分」とい

う。）の取消しを求めるものである。 

 

第３ 請求人の主張の要旨 

請求人は、おおむね以下の理由から、本件処分は違法又は不当であ

ると主張している。 

⑴ 処分庁は、返還対象期間の始期を遺産の被相続人の死亡日である

令和元年８月３０日としているが、遺産分割は協議が完了するまで

相続する遺産の具体的内容がはっきりしないので、遺産分割協議の

行われた同年１０月１８日を始期とするべきである。 

⑵ 請求人は、自身に相続が開始したことを知ったのが令和元年１０

月１日であり、その後に処分庁の担当者から法６３条により医療費

の全額が返還対象となることの説明を受けた。 

  請求人は、同年９月に好酸球性消化管疾患のために生検を受け、

高額の医療費がかかった。生活保護利用のために医療保険制度から
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除外された状態で医療を受けたことにより、国民健康保険の被保険

者であれば負担せずに済んだ高額医療費の全額の返還を後から求め

られるのは、妥当ではない。国民皆保険制度が採用・維持されてい

る中、何ら責任のない者に重い負担を強いるべきではない。医療保

険制度の趣旨を踏まえて、医療扶助の返還対象額を国民健康保険の

被保険者と同様の医療費の３割とするべきである。 

 

第４ 審理員意見書の結論 

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の規定

を適用して、棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。 

年 月 日 審 議 経 過 

令和４年 ４月２１日 諮問 

令和４年 ７月 ８日 審議（第６８回第４部会） 

令和４年 ８月２４日 審議（第６９回第４部会） 

 

第６ 審査会の判断の理由 

審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結果、

以下のように判断する。 

１ 法令等の定め 

⑴ 保護の補足性及び保護の基準について 

法４条１項によれば、保護は、生活に困窮する者が、その利用し

得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持

のために活用することを要件として行われるとされている。 

また、法８条１項によれば、保護は、厚生労働大臣の定める基準

により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭

又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行うも
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のとするとされており、保護費は、上記保護の基準に従って、要保

護者各々について具体的に決定されるものである。 

⑵ 費用返還義務について 

ア 法６３条によれば、被保護者が、急迫の場合等において資力が

あるにもかかわらず、保護を受けたときは、保護に要する費用を

支弁した都道府県又は市町村に対して、すみやかに、その受けた

保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定め

る額を返還しなければならないとされている。 

そして、法６３条の規定は、被保護者に対して最低限度の生活

を保障するという保護の補足性の原則に反して保護費が支給され

た場合に、支給した保護費の返還を求め、以て生活保護制度の趣

旨を全うしようとするものとされている（東京高等裁判所平成２

５年４月２２日判決・裁判所ウェブサイト裁判情報掲載）。 

イ 「生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の取扱いについて」

（平成２４年７月２３日社援保発０７２３第１号厚生労働省社

会・援護局保護課長通知。以下「課長通知」という。）１・⑴に

よれば、法６３条に基づく費用返還の取扱いについて、「法６３

条に基づく費用返還については、原則、全額を返還対象とするこ

と」とされ、「ただし、全額を返還対象とすることによって当該

被保護世帯の自立が著しく阻害されると認められる場合は、次に

定める範囲の額を返還額から控除して差し支えない」とし、上記

の「次に定める範囲の額」として、「当該世帯の自立更生のため

のやむを得ない用途に充てられたものであって、地域住民との均

衡を考慮し、社会通念上容認される程度として保護の実施機関が

認めた額。ただし、以下の使途は自立更生の範囲には含まれない。

(ｱ)～ (ｴ)（略）」等を挙げている（以下、この控除を「自立更生

免除」という。）。 

⑶ 相続による財産の取得と法６３条の規定の適用 

民法８８２条及び８９６条の規定によれば、相続は死亡によって
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開始され、相続人は相続開始の時から被相続人の財産に属した一切

の権利義務を承継するものとされている。また、同法９０７条１項

及び９０９条本文によれば、共同相続人は、被相続人が遺言で禁じ

た場合を除き、いつでも、その協議で、遺産の全部又は一部の分割

をすることができ、その遺産の分割は、相続開始の時にさかのぼっ

てその効力を生ずるとされている。 

したがって、遺産相続の場合に法６３条の規定に基づく費用返還

の対象となる資力の発生時点は、被相続人の死亡時と解すべきであ

り、被保護者が相続することとなった財産の額を限度として、被相

続人死亡時以後支給された保護費について返還請求の対象とするこ

ととなる（「生活保護問答集について」（平成２１年３月３１日付

厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡。以下「問答集」とい

う。）問１３－６（答）⑵及び「生活保護運用事例集２０１７」

（以下「運用事例集」という。）問１１－１参照）。 

⑷ 課長通知は、地方自治法２４５条の９第１項及び第３項の規定に

基づく処理基準である。また、問答集は、法に定める事務を地方公

共団体が執行するに当たっての解釈運用指針として合理的なもので

あると認められる。さらに、運用事例集における上記取扱いは、法

の解釈・運用として合理的なものと認められる。 

⑸ 国民健康保険について 

国民健康保険法６条９号によれば、法による保護を受けている世

帯（その保護を停止されている世帯を除く。）に属する者は、国民

健康保険の被保険者としないこととされている。 

国民健康保険は加入者が負担能力に応じて保険料の一部を分担し

合うことによってこれを賄うという相互扶助共済制度である一方、

法による保護は受給者自身の拠出を要せず租税収入をもって充てる

という公の負担によって賄うという国家扶助制度であり、両者は制

度的に異なるものである。その上で、国民健康保険加入者が医療費

を支払う場合は、自己負担限度額までの負担で済むところ、国民健
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康保険の被保険者となることができない被保護者が医療扶助に係る

保護費を返還する場合には、医療費全額が返還額決定の対象となる

ものと解される。 

２ 本件処分の検討 

⑴ 法６３条の規定の適用について 

本件では、請求人は、令和元年８月３０日に祖父が死亡し、その

遺産を相続したことが認められる。 

そして、民法の規定により、相続は死亡によって開始され、相続

人は相続開始の時から被相続人の財産に属した一切の権利義務を承

継するものとされ、共同相続人の遺産の分割は、相続開始の時にさ

かのぼってその効力を生ずるとされていること、また、問答集及び

運用事例集により、遺産相続の場合の法６３条の規定に基づく費用

返還の対象となる資力の発生時点は、被相続人の死亡時と解すべき

とされていることからすれば、請求人は、亡祖父の遺産について、

その死亡時に、法６３条の規定に基づく費用返還の対象となる資力

を有していたと解される。 

そうすると、請求人は、法６３条が定める「資力があるにもかか

わらず、保護を受け」ていたものであり、保護の補足性の原則に反

して保護費が支給された場合に該当するのであるから、処分庁が、

法６３条の規定を適用したことは、上記１の法令等の定めに則った

ものということができる。 

⑵ 本件処分による返還金額について 

本件において請求人に発生した「資力」の額は、遺産分割に基づ

いて請求人が取得した１，５００，０００円であるといえる。 

他方で、別紙・２「返還金額算定表」のとおり、処分庁が返還決

定額を算定した過程には、各月における支給済保護費の金額（生活

扶助費及び医療扶助費）に一部誤りがあるため、本件処分当時にお

いて請求人に対し支給済みであった保護費の合計額にも若干誤りが

ある。本件審査請求において提出済みの証拠資料等に基づいて支給



 

- 6 -  

済保護費を正しく計算したところ、その合計額は４８８，１６０円

であって、本件支給済保護費４８２，１００円を上回るものであ

り、これは請求人にとって不利益になるものではないから、以下、

本件における支給済保護費は４８２，１００円であることを前提と

して判断する。 

次に、処分庁は、請求人に対して、自立更生免除について説明し、

自立更生免除に係る資料の提出期限を３度設定したが、３度目の期

限を過ぎても請求人から連絡がなかったため、自立更生免除の希望

はないものとみなし、自立更生免除の適用をしなかったことが認め

られる。 

以上によれば、請求人において発生した資力は、本件支給済保護

費を上回ることが認められるのであるから、４８２，１００円を返

還決定額とした本件処分は、上記１の法令等に則ってなされたもの

ということができる。 

３ 請求人の主張についての検討 

⑴ 請求人は、上記第３・⑴のとおり、返還対象期間の始期を遺産分

割協議の行われた同年１０月１８日とするべきである旨主張する。 

しかしながら、被保護者を相続人とする遺産相続があった場合、

被保護者における資力発生日は被相続人の死亡日であるとされてい

るから、被保護者は、原則として、被相続人が死亡した日以降の支

給済保護費に相当する金額を返還しなければならない。本件処分

は、請求人の祖父が死亡した令和元年８月３０日以降に請求人が支

給を受けた保護費４８２，１００円を返還金額としているのである

から、法令等に則って行われたものといえ、違法又は不当な点はな

い。 

⑵ 請求人は、上記第３・⑵のとおり、医療扶助の返還対象額を国民

健康保険の被保険者と同様の医療費の３割とするべきである旨主張

する。 

しかし、請求人は、国民健康保険法６条９号の規定により、国民



 

- 7 -  

健康保険の被保険者とはなりえなかったものである（１・⑸）。 

そして、請求人は、保護費の返還について、保護開始時及び本件

処分前に説明を受けていることから十分に理解していたものと認め

られる。また、請求人は、病状の関係で就労しておらず収入がない

こと、かつ、本件処分の決定前に保護が再開されたことを考えると、

返還対象額全額を返還請求することは請求人の自立に影響せず、保

護再開時においても、請求人の所持金額については返還予定額を考

慮して決定されたものであると認められるから、返還対象額全額を

返還させることが不可能又は不相当であるともいえない。 

したがって、返還対象額の算定についての処分庁の上記判断が著

しく公平を失しているとはいえないから、裁量権の範囲の逸脱・濫

用は認められない。 

なお、国民健康保険制度と生活保護制度の医療扶助との間におけ

る制度的な差異により、請求人にとって負担感を抱く状況であると

認められなくもないが、この点に関する不満は現行法制度一般に対

する不満であって、本件審査請求の対象とすることはできない。 

４ その他の違法性又は不当性についての検討 

その他、本件処分に違法・不当とすべき点を認めることはできな

い。 

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令

解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に行わ

れているものと判断する。 

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名） 

松井多美雄、大橋真由美、山田攝子 

 

別紙（略） 


